
〈法律改正の必要性〉
　　労働者の生命や生活に関わる問題の深刻化への的確な対処

・問題の性格上、緊急に対処することが不可欠

・労働政策に関する重要事項を審議する労働政策審議会から政府に
対し法律改正による対処を要請

　企業間競争の激化、働き方の多様化
　　　・自主的な安全衛生活動の不足に伴う重大災害の発生
　　　・長時間労働に伴う健康障害の増加、子育て世代における　　

⇒　　生活時間の確保の困難化
　　　・移動に際しての保護の拡充が必要な単身赴任者、複数就業　　
　　　者の増加

労働安全衛生法等の一部を改正する法律案について
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急性毒性 引火性等 発ガン性等

１　労働安全衛生法の一部改正

①　事業者による自主的な安全衛生活動の促進

　　 労働災害の要因となる危険性・有害性に係る調査及び低減措置を拡充するとともに、こうした措置を適切に実施している

　 と認められる事業者については、機械等の設置に係る事前の届出義務を免除。

②　化学物質の容器・包装への表示・文書交付制度の改善

　　 ○化学物質の有害性に加え、危険性も対象に追加。 　　　　○絵表示の導入　など

③　発注者等による請負人への危険有害情報の提供

　　 一定の化学物質を取り扱う設備の改造等の作業の発注者等が請負人に対して必要な情報提供を行う。

④　製造業の元方事業者による作業間の連絡調整等の実施

　　 混在作業における労働災害の防止のため、製造業の元方事業者が作業間の連絡調整等を行う。

（２）　過重労働・メンタルヘルス対策の充実

　　 事業者は、一定時間（月１００時間）を超える時間外労働等を行った労働者を対象として、医師による面接
　指導等を行う。

　・　脳・心臓疾患の労災認定件数　　　　平成１１年度：　８１件　　→　平成１５年度：　３１２件（３．９倍）

　・　精神障害の労災認定件数　　　　　　 平成１１年度：　１４件　　→　平成１５年度：　１０８件（７．７倍）

　・　重大災害の件数　　　　昭和６０年：　１４１件　　→　平成１５年：　２４９件（１．８倍）

　　　　　　　　　　　　　（重大災害：一時に３人以上が被災した災害）

（１）　危険性・有害性の低減に向けた事業者の措置の充実
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１　複数就業者の場合

２．労働者災害補償保険法の一部改正

第一の事業場 第二の事業場
②

住　　居

① ③

２　単身赴任者の場合

事　業　場

帰省先住居

⑤

赴任先住居

④

⑥

現行の通勤災害保護制度の対象・・・・①、③、④、⑤

今回の改正において保護の対象とする部分・・・②、⑥

保険関係の処理は、②を第２の事業場への出勤ととらえ、

第２の事業場において行う。

○　複数就業者の事業場間の移動（②）と単身赴任者の赴任先住居・帰省先住居間の　
　移動（⑥）を通勤災害保護制度の対象とする。

○　複数就業者数（本業・副業とも雇用者である者の数）

　　昭和６２年　　５５万人　　　　　→　　平成１４年　　８１万５千人　（＋２６万５千人）

○　単身赴任者数（雇用者であって単身かつ有配偶である者の数）※男性

　　 昭和６２年　　４１万９千人　　→　　平成１４年　　７１万５千人　（＋２９万６千人）
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３．労働保険の保険料の徴収等に関する法律の一部改正
○　有期事業に係る保険料のメリット増減幅（現行±３５％）を継続事業と同じ±４０％にする。

【改正案】

±３５％

（継続事業は±４０％）

±４０％

【現行】

【参考：メリット制の概要】

　○　労災保険のメリット制は、事業主の負担の公平性と災害防止努力の促進を目的として、一定の要件を満たす事業について個々の事業の
　　 労災保険のメリット収支率（保険給付と保険料の割合）に応じて、労災保険率や保険料の額を増減させる制度。

　○　具体的には
　　・　継続事業については、過去３年間の実績からメリット収支率を算出し、その値に応じて、±４０％の範囲内で労災保険率を増減
　　・　有期事業については、事業終了後に事業期間中の実績からメリット収支率を算出し、その値に応じて、±３５％の範囲内で労災保険料の額　　
　を増減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　有期事業である建設業に係る最近の業務災害の発生状況

　　建設業においては、強度率及び度数率のいずれも、継続事業においてメリット増減幅を±４０％とした昭和５５年の「全産業」より低くなっている。

　・　強度率（１０００延べ労働時間当たりの労働損失日数）
　　　昭和５５年　　　　０．９０　　　　　　　　→　　平成１５年　　　０．２５
　　　　 全産業 　 　　　　　　　０．３２　 　　　　　 　→　 　　　 　　　　 　　０．１２　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　

・　度数率（１００万延べ労働時間当たりの労働災害による死傷病者数）
　　 昭和５５年　　　　６．６７　　　　　　　　→　　平成１５年　　　１．６１

　　　　 全産業　　　　 ３．５９ 　　　　 　　　　→　　　　　　　　　　　　　　１．７８　　
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○　法律名　　　　　　

　労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法

４．時短促進法の一部改正
○　「年間総実労働時間１８００時間」を法に基づく計画目標とする労働時間の短縮のた
　 めの法律から、労働時間等の設定を労働者の健康と生活に配慮したものへ改善する
　ための法律に改正。

○　労働時間短縮推進計画（閣議決定）

　　　全労働者一律の目標を設定　　　　　　　　
　　（年間総実労働時間１８００時間）

○　労働時間短縮推進委員会

○　指定法人労働時間短縮支援センター

○　廃止期限　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　平成１８年３月３１日

○　法律名

労働時間等の設定の改善に関する特別措置法

○　労働時間等設定改善指針（大臣定め）

　・　長時間労働者の健康保持に資する労働時間等の在り方

　・　育児・介護、自己啓発等を行う労働者の実情に応じた労働
　　時間等の在り方　　　等

○　労働時間等設定改善委員会　　　　　　　　　　
　※　委員会の設置促進のため、衛生委員会など　　
　　既存の委員会をも活用。

○　指定法人労働時間短縮支援センター　　　　
→　公益法人改革等の観点を踏まえ、廃止

○　廃止期限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　→削除　（恒久法化）

　　労働時間等の設定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　労働時間、始業・終業の時刻、休日数、年次有給休暇　　　　
　の日数や時季等の労働時間等に関する事項を定めること

現行 改正案

「『年間総実労働時間１８００時間』については、時短促進法に基づく労働時間短縮促進計画において目標値とされてきたもので
あるが、近年の状況の下では従来どおりの目標値として用いることは時宜に合わなくなっている。」

（出所：労働政策審議会建議「今後の労働時間対策について」）

　　平成4年制定。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　平成9年、平成13年に改正を行い、廃止期限を延長。
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